
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

細節に基づく複式仕訳の実施と固定資産台帳の整備を引き続き実施し、平成29年度中に統一的な基準による財務諸表（対象：平成28年
度決算）を作成する。

 概算事業費（B（A）+C） 9,884 18,852 12,929

目標に対
する成果
の状況

・歳入・歳出を複式仕訳するため、財務会計システムに新たに「細節」項目を設け、細節の選択方法について整理・通知し、統一的な基準
による地方公会計制度への対応を進めた。
・総務省から無償提供される標準ソフト稼働のための環境整備を行い、制度運用のためのシステム導入を行った。

概　算
人件費

5,746 14,895

3,957 3,957

0.50 0.50 0.50

4,138

0 0 0

Aの
財源

5,876 16,815 8,972

- 一式 一式 達成

目標 成果 達成状況

成果目標の達成状況

-
合計（A) 5,876 16,815 8,972

補正予算 5,876
仕訳変換マニュアル等作成 -

合計 16,815 14,895 8,972

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度 29年度

予
算
額

前年度繰越
項目 H26末 H27末

Ｈ28 H29
目標当初予算 16,815 8,972

委託
・総務省から無償提供される標準ソフト稼働のための
環境整備

11,337 9,417 4,911

（当初）

新地方公会計制度円滑化支援 委託
・固定資産台帳更新、新規登録支援
・仕訳変換マニュアル等作成
・ヘルプデスク対応

5,478 5,478 4,061

　平成28年度の歳入・歳出に係る複式仕訳の実施と固定資産台帳データの運用（更新・新規登録）などを適確に実施し、統一的な基準
による財務諸表の作成が可能となるよう体制を整備する。

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

（当初） （決算）

新地方公会計標準システム導入支援

現状
（予算編成

時）

　現行の単式簿記による現金主義会計を補完するため、平成29年度までに、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務諸
表を作成し、予算編成等に活用することを国から要請されている。

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（内部管理）
【左記の説明、根拠法令等】

地方自治法
　「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」（平成27年１月23日付け総務大臣通
知）県民との協働による実施： 実施は困難

目指す姿
　複式簿記の導入と固定資産台帳の整備が前提となる新たな地方公会計制度を導入することにより、行政運営に関する説明責任を一層
果たすとともに、施策内容の検証に活用することで、財政の効率化・適正化を図る。

人口定着・
確かな暮
らし実現総
合戦略

信州創生の基本方針

施策展開

実施期間 平成27年 ～

課・局・室 財政課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail zaisei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

事業番号 03 04 01 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 新地方公会計推進事業費 担
当
課

部局 総務部
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